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『低開発国の経済学』

HlaM7int,TheEconomicsoftheDevelopingCountries，

London，HutchinsonUniversityLibrary，（revised)edition

１９７３，１６０Ｐ

Ｉ

現在の低開発国経済論の状況は『混迷状態」にあるといえる。１９世紀的

国際貿易パターンの主導原理となった国際分業における比較優位の理論

は、低開発国の「成長のエンジン」（engineofgrowth)には成り得ず､逆に

先進工業国の経済的支配の武器となり、一次産品を主に生産して輸出する

低開発国と工業製品を主に生産して輸出する工業国との所得格差を累積的

に強めてきたと一般的に受け留められてきた。比較優位理論の想定する貿

易の利益が低開発諸国で生じなかったとする主な理由は通常いわれている

①第一次産品に対する世界の所得需要弾性値の低下、②工業原材料に占め

る一次産品のウエイトの低下、③工業製品市場における独占的要素、④工

業国における合成繊維、樹脂などの代替生産物の開発などによる一次産品

交易条件の悪化の他に、先進工業国の植民地的経済支配による半強制的な

一次産品への特化工業国の一次産品輸入に対する種々の貿易制限などが主

張されている。だがなによりも比較優位理論成立の前提となっている商品

市場における完全な自由貿易、完全雇用下における生産要素一価格比率の

均等化が貿易以前の問題が多い低開発で「妥当性｣(relevance)をもちえな

かったところにある。
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１９世紀的貿易成長論に対する反省は種々の形で定式化され、第２次大戦

後の20数年間に、実に多彩な開発理論が生み出されてきた。これらの諸理

論の一般的潮流を指して、新正統派（Neo-orthodoxy）と呼んでいるが、

内容的には資本主義体制の基本原理である市場諸力の自由な作用にどれだ

け信頼をおいているかによって、Ｒ･Narkes、Ａ･Levis、Ｗ･Ｗ・Rostow、

Ｐ｡Ｎ・ResensteiMHodan、Ａ･Hirschman流の基本的には競争原理の有効性

を認める議論から、Ｒ・Prebish、Ｇ・Myrdalなどの競争原理そのものの不

平等化作用を強調し、計画化を重視する議論に至るまで幅広いものがある。

新正統派に共通している点は、正統派の自由貿易原理はその主張とは裏腹

に、低開発国の停滞と貧困の悪循環を強め、国際的な富の不平等化を促進

したという認識である。従って、貧困の悪循環を断ち切り、経済を離陸さ

せる手段として、種々の型の輸入代替工業化政策、国内産業保護政策を提

唱することになる。

輸入代替工業化路線は程度の差こそあれ、すべての低開発国で採用され

たが、結果は２，３の国を除いては失敗に終っている。その失敗の主な原

因は①工業化を急ぐ余り、国内の利用可能な余剰資源が未利用のままとり

残されたこと、特に労働力が豊富にありながら過度に資本集約的な工業化

を行なったために失業者が累積した。インドがそのいい例である。②輸入代

替による工業化は必然的に外国よりの資本財の輸入を逆に促進し、国際

収支の悪化、国内インフレの最大の要因になった。③輸入代替工業化は低

開発国の既存の需要パターンを反映して、著侈・耐久消費財の生産に傾き、

一般消費者にまで需要を拡張して規模の経済を獲得するには至らなかった。

④さらに、輸入代替化が強力な保護策、優遇策を通して行なわれたために、

政治家・役人の腐敗を招く一方、農村から都市の工業部門への労働力、資

本の流出が促進されて、農村と都市間の経済格差を一層拡大した。輸入代

替化を押し進めた国の中でも、外国貿易を重視し、「外向きの政策｣(out-

ward-1ookingpolicy）を採用したタイ、フィリッピン、マラヤは急速な成

長を遂げているが、インド、ビルマなどの「内向きの政策｣(inwarmook-

－１４８－



mgpolicy)を採用した国々は概して停滞してい望。
このような輸入代替工業化の失敗は、再び伝統的な輸出主導型の開発路

線を復活せしめるに至った。７０年代前後から幾多の東西アジア諸国で進め

られている労働集約的な輸出向軽工業とgreenrevolutionの進展は、低開

発貿易理論における新古典派の復活を思わせるものがある。この輸出指向

型又は「輸出代替型」(exportsubstitute）の基礎となった理論が1970年末

にアジア開発銀行が行なった調査報告「70年代の東南アジア経済｣(小島清監

訳、日本経済新聞社、Ｓ・４６年）である。実はこの報告書の総論はここで

とり上げたミント教授の手によるものであり、きわめてミント的な手法で

議論が展開されている。そこでの基本的な論点は、従来の国内資源の利用

状況を無視した大規模投資による急速な工業化路線を否定し、一次産品、

あるいは一次産品を原料とする加工製品の輸出を促進し、利用可能な資源

をフルに利用して、いわば国内での社会的分業の循環を形成しようと意図

している。国内資源を充分に活用しながら国内市場を拡大していくという
（２）

点では従来の上からの工業化路線より一歩前進だとの評価がなされている

が、その批判的検討は後述する。

低開発国理論における主潮流の変遷を踏まえて本題の書評に移りたい。

本書に貫らぬかれているミントの基本的な考え方はいわゆるロンドン・ス

クールの共有財産である新古典派のフレームに基づいているが、同じ派に

属するＨ・Ｇ・JohnsonやＰ．Ｔ・Bauerの論理の展開とは著しく異なるとこ

ろにミント・モデルのユニークさがある。本書は1964年の初版以来、日

本の多くの大学で、テキスト、或いは副読本として利用されてきたが、今

回の第４版では緑の革命、UNCTAD、ＳＤＲなどの新しい動きを取り入れて

全面的に改訂されている。だがしかし、ミントの基本的な理論構成は初版

以来ほとんど変っていない｡彼が1954年以来公表してきた論文豊が最近公
刊されたが、それらの論文の内容のほとんどは本書によりまとまった形で

結実している。本書の構成は以下の通りである。

１．Introduction：ThePbst-WarApproachtotheUnderdevelopedCbun-
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Ⅱ

経済発展が著しく停滞している国々を指して通常「低開発国｣(Underde

velopedCountries）または「後進国｣(BackwardCountries）という呼び名

が相互に使われているが、ミントは両者の違いを厳密を定義して使ってい

る。

ミントによると前者は低開発の資源を意味し、後者は一定地域の後進的

な人間を意味する。「、後進的人間"とは、生活の糧を得るための経済的な

闘いにおいていずれにせよ不成功に終った人間集餡｣として定義し､経済
的後進性の問題が深刻になった理由は、自然資源が「低開発」にとどまっ

ていたからではなく、資源は市場条件の許す範囲内で十分に開発利用され

てきたにもかかわらず、その開発の過程において住民の参加が十分に実現

されなかったか、．もしくは参加する意志をもたなかったためである。従っ

て、１人当り所得の高低によって経済の後進性を測定しようとする従来の

「低開発国的」アプローチは、最終所得の分配の問題や経済活動過程への
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平等な参加の問題を解明し得ないとし、「後進国的」アプローチの有効性

を主張する。だが気になるのは本書のタイトルは国連用語の開発途上国

（developingcountries）を用いているが、本の中ではほとんど「低開発

国）の用語が用いられていることである。

「低開発国的」アプローチの典型的な議論はＲ・Ｎｕｒｋｓｅ流の貧困の悪循

環論によって代表されるが、－人当り所得の低さが必ずしも低位水準均衡

に結びつかない。たとえば、アルゼンチンは人口圧力が低くく、かなり高

い－人当り所得をもつにもかかわらず、長い間経済成長は停滞している。

一方、台湾、韓国等の人口圧力が強く、低い一人当り所得からスタートし

たにもかかわらず目ざましい高度成長を遂げている国もある。従って貧困

の悪循環論を一般化して適用することは危険であるとミントは警告してい

る。ミントは同様な警告をW･W･Rostowの発展段鰹や､Ａ･W･Lewioの
無制限労働供給の理黒にも発する｡両者に共通している議論は､経済の低
位水準均衡を打破して持続的な成長を実現する条件として、貯蓄率が５％

前後から１０％前後以上に高まることであるとし、そのプロセスを理解する

ところに低開発問題を解く鍵があるとする。だがミントによると、貯蓄＝

投資の大きさに重点を置く開発理論は、先進国経済では有効であろうが、

条件の異なる後進国では誤った処方笑となり、「誤れる具体化の誤謬｣に
きわめて陥り易いと指摘する。事実、1960年代における多くの低開発国の

貯蓄率はRostowのtake-off条件をはるかに越える１２～１５％台に達してい

る。なかんずく、大規模投資による性急な開発は低開発国住民に期待増大

革命（therevolutionofrisingexpectations）をもたらし、低い物質的手

段と同様、住民の主観的な不満を拡大して、国際緊張の原因にもなってい

る。

これらの投資重視論は19世紀的国際貿易パターンの反省の上に立って展

開されているが、ミントは①一次産品の輸出は歴史的に１９世紀においての

み有効であったとするのは誤りであり、２０世紀の初頭に実はアフリカやラ

テン・アメリカからの輸出が急増した。②一次産品国が必ずしも低開発国
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ではなく、先進国からの一次産品輸出は急増している。③一次産品が短期

の価格変動に悩まされたということは実証されていないなどの理由をあげ

て反論している。だが、低開発国のほとんどが主に一次産品の輸出に依存し

しているという事実と、一次産品輸出の他産業への波及効果の弱さや、交

易条件の悪化を実証的に検証した理黒に対してﾐﾝﾄは充分に答えてない
し、また一次産品輸出における外国企業の植民地的支配、搾取による貧困

の累積的因果関係を強調するＧＭ,r閾)にもほとんど答えていない。

Ⅲ

いわゆるミント・モデルといわれている開発理論の展開は、第３章～４

章においてなされている。彼が1958年にTYleEconomicJoumal（VblLX

Vm，Ｊｕｎｅに発表した、ＴｈｅTheory，oflntemationalTradeandtheU酢

derdevelopedCountries”がその基礎をなしている。ミント・モデルの特

徴は、閉鎖的な自給自足経済が外部の刺激を受けて開放経済に向かう過程

(Opening-up-process）を最も説得的に描き出した点であろう。ミントは

この過程を理論化する拠りどころをHeCkscherChlin流の「比較生産費」理

論にではなくして、Ａ・Smithの「生産性」理論に求め、彼のいわゆる「余

剰はけ口｣(Vent-forSurplus）理論が展開される。Ａ・Smithの［生産性」

理論はいうまでもなく、国際貿易の利益を市場規模の拡大による動態的な

外部経済に求めるものであり、「比較生産費」理論で想定している静学的

な固定した技術係数より導かれる「生産可能曲線」上の移動を通して得ら

れる貿易利益の考え方とは当然異なる。またＳｍｉｔｈ流の特化過程は余剰資

源の「はけ口」を求めて進行するため、opportunitycostはゼロに近く、－

担特化が行なわれると市場条件が変化しても容易にもとにもどることはで

きない。ところが「比較生産費」理論では余剰資源（労働力も含めた）は

存在せず、常に正のopportunitycostを通して資源の効率的配分が実現さ

れる。従って、その過程は相対価格の変化に応じて常に可逆可能である。
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ミント・モデルは閉鎖経済の特化過程を小農経済部門（thepeasantse-

cton）と鉱業及び農園経済部門（theminingandplantationsecton）に分

け、両者をさらに人口稀薄の国と人口加重の国について分析している。ミ

ント・モデルの中でも最も説得力のあるのは利用可能な耕地に対する人口

圧力がまだ低い、東南アジア、ラテン・アメリカなどの小農経済について

である。ここでは、交通､.､通信網の発達に伴って貨幣経済が浸透し、一次

産品に対する外部からの需要が高まる。その刺激を受けて小農輸出が開始

される。これらの小農経済が増大する輸出需要に対応し得たのは①未利用

の半ば無人（semi-empty）の後背地の存在と②小農経済の中における相当

量の不完全就業者、または余剰労働力の存在という供給条件が満されてい

たからである。従って小農家族は、生存基金（SUbsistencefund）を犠牲

にすることなく、余剰の労働力と耕地を輸入消費財と交換に「はき出す」こ

とによって、何ら機会費用を支払いすることなく生活水準を高めることが

できた。ところが、小農経済が完全に輸出生産に特化し、貨幣経済が外国

部門から国内生産部門へと波及するにつれて、今まで自己金融（Self-fin-

ancing）で生産をまかなっていた自己生産体系が崩れ、高金利を課す金貸

業者からの供金が増大した。それに付随して、地主から小作人への転落が

生じ、独占的な外国商社の出現と相まって、一次産品輸出価格の下落を小

農に容易に転嫁し、小農経済の停滞を招くことになる。なによりも重要な

ことは、小農輸出生産における要素結合比率は半世紀にわたってほとんど

変化がなく、外的需要の増大に伴って、生産の拡張は労働力の外延的耕作

によってのみ可能であったことである。生産方法の改善が小農輸出の拡大

に伴って進展しなかったところに輸出部門の推進力が他の部門に伝播しな

かった大きな理由があるが、このいわゆる、Carly-overproblem”につい

てのミントの分析は充分とはいえない。

小農経済とは対照的にアフリカやマラヤ、セイロンでは外国の資本によ

る大規模な鉱山及び農園が輸出を目的として出現した。ここでも豊富な天

然資源に豊富で安価な労働力が加わって急速な成長を成し遂げるが、輸出部
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門が他の部門の、Leadingsecter”となって国民経済を形成するには至ら

なか可た゜小農部門と異って、ここでの労働力の供給源はアフリカの場合

小農経済部門からの「出嫁ぎ労働力｣(migrantlabour）であり、東南アジ

アの場合はインド、中国からの大規模な移民労働（imigrantlabour）であ

った。西川潤氏によると、１９００～1930年間に中国人のこの東南アジア地

域への総流入は360万人に及ぶとされてい響。「ｲﾝﾄﾞ及び中国からの移
民労働がきわめて大規模に補完されるに至ったので、この両国はイギリス

と共に、大英帝国の、三大母国”（thleemothercountiesoftheBritish

Empire）といわれるまでになった」（本書Ｐ．48)。ここでは通常の後進国

議論とは逆に、安価な労働力の自由な移動が大量に行なわれたために、賃

金上昇による合理化への刺激がなく、従って、労働節約的な技術革新が実

を結ばなかった。そのために、鉱山、農園経済は長期にわたって停滞を余

儀なくされるのである。特に後進国の住民は高賃金率には反応しないとす

る「後方屈折労働供給曲線｣(backward-bendinglabourSupplyCurve）の
､

概念が外国企業をして､Ⅲ低賃金政策”を採用せしめた大きな理由であると

ミントは指摘している。ここまではよいが、アフリカやアジアの新興独立

国では組合や政府の最賃制によって賃金が不当に上昇し、その結果、過度

の資本集約的な技術が採用されて、失業が生じ、以前の植民地経済より悪

化したとする議論（本書Ｐ．５０）は、市場の歪みが正しく評価されて提示さ

れない限り容易に同意しがたい。

ミントは小農及び鉱山・農園経済の停滞の原因を市場原理を乱す要因に

求めていることは周知の事実だが、第５章の金融の２重構造においてもそ

のことは一貫している。小農部門における相対的に高い利子率が生産技術

の固定化を招いた一方、輸入代替部門における人為的に低い利子率、輸入

統制、及び輸入原材料に対する過大評価された為替レートの採用が過度の

資本集約化を生み、投資資金の有効配分を妨げたとしている。従って、金

融の２重構造解消のためには①公定歩合を資金の需給によって決定し、②

余剰の差別をなくして、資金への接近性の平等化を図ろということになる。
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第６章から８章にかけては偽装失業論の検討と種々のタイプの「均斉成

長｣（balancedgrowth）論の評価を試みている。ミントは偽装失業者をコス

トのかからない資源又は「隠された貯蓄｣(ConcealedSaving）と考え、そ

れを経済開発のテコに利用しようとするNurkse，Lewis流の議論には予想

される通り加担しない。限界生産力がゼロというNulkse流の偽装失業者の

定義は、１人当りの平均必要労働時間をゼロと規定しない限り存在し得な

い。だが、平均生産力は常に生存基金以上で、正であるとするのがミント

の反論である。

この偽装失業論は当然、労働の供給面を重視する開発理論へと結びつく

が、ミントによると安価な労働力の量よりも投資の「吸収能力｣（absorpt-

ivecapacity）を拡大し、生産性を向上させることが最重要だということ

になる。従って、偽装失業者を農村よりも高賃金を与えて製造業に吸収し

たことは、農村と都市間の賃金格差を招き、前者から後者への労働力の移

動が行なわれて都市の「顕在失業｣(openunemployment）を遂に引き起こ

す結果になっている。

Balancedgrowth論に対するミントの反論はきわめて詳細で、またそれ

なりの一貫した説得力をもっている。かれはbalancedgrowth論を３つの

タイプに分類する。１つは、Lewis，Nurkse流の実需（これはKeynes流

の有効需要の概念とは異なる）の漸次的な拡大に伴って、軽い消費財産業

を除々に起していって、経済の有機的な循環を築き上げようとするもので、

経済規模の拡大を、所得効果”を通してよりも獄代替効果”を通して実現

しようとするものである。第２のタイプは、いわゆる社会資本と私的資本

の不均衡に注目し、生産における「技術の不可分性｣(Tbchnicalindivisi-

bilities）を強調することから、infrastructureの整備を最優先する議論であ

る｡第３のﾀｲﾌﾟは1950年代に華々しく登場した､bigpu鍜"や､｢臨界的
最小努努｣(thecriMmmimumeffort)の理論で、「からみ合った悪循

－１５５－



環｣(interlockingviciouscircles）を打破するには、生産財、消費財の分

野で大規模な投資プロジェクトを組み、広範囲にわたる同時的な開発計画

の推進を主張する。ミントは第１種のBalancedgrowth論には割と好意的

だが、かれが最も目の仇にするのはこの第３種の議論である。これは、C-

ommunistmodel”の代替案で、経済開発に対する、all-or-nothing"のア

プローチをとる幻想的なモデルである（本書Ｐ．９４）と決めつけている。も

っともかれの反対の理由は単純明解である。すなわち、balancedgrowth

を実現するには政府の強力な経済主導が必要だが、後進国政府にそのよう

な能力があるのなら、すでに後進国ではないはずだし、また労働力や援助

等の資源が無限に得られるとするbig-push理論の前提は資源を先進国以

上に無駄にできない低開発においてはとてつもなく非現実的であるという

ことになる。ミントは、農業におけるRicardo流の資本蓄積、すなわち、

生存基金の増大こそが、工業への資本投下よりも望まれるという。大規模

投資開発に対するミントの憎悪はまたインドやパキスタンにおける失敗の

経験にも基づいている。

Ｖ

本書の最後の２章（９，１０章）は前諸章の主に、C1osedecomomy"で

の議論を踏まえて、貿易市場主導による開発の有効性を今一度復活させよ
⑬

うと試み、そのための種々の提案を行なっている。ミントはここで、Prebi-

shやSing理それにuNCT」(f)などで主張された交易条件の悪化論に基づく
、exportpessimism”は全く根拠のない議論だし、その分野におけるＡ・

K・Caimcmssの有名な論鶚を掲げて反論している。ミントによると60年
代の一次産品の輸出は、UNCTADが目標としていた年率６％を上回って

おり)、一次産品価格の不安定は海外需要の変化によるものではなくて、む

しろ国内の供給条件の変動によるものだとしている。需要の所得弾性値よ

りもむしろ価格弾性値が重要で、生産性を上げて国際価格の逓減を実現す
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れば需要は伸び、輸出はいくらでも伸びる可能性がある、ときわめて楽観

的である。

市場機構を重視し、そのメリットを最大に生かす国際貿易の理論はＨ・

Ｇ･Johnsonによってほぼ確立されているが、ミントの議論、提案もJbhnson

の域を出るものではない、たとえば、marketdistortionを生む人為的な工

業化政策、外国貿易における保護政策、為替管理政策、市場原理を無視し

た援助政策は当然放棄されなければならない。かりにmarketdistortionが

外国の原因によって生じたとしても、これに関税などの貿易制限で応ずろ

のではなく、賃金、交通網の整備などに補助金を与えるなどの、国内の歪

みを是正する方向で対処すべきだとする。

幼稚産業保護論との関連ではHirschmanの1inkage効果による不均斉成

成長論が問題になるが、これに対してもbalanced-growth論同様、投入一

産出の技術的な側面に目を奪われて、コスト・価格サイドの重要性を無視

した論議であると反論している。後進国の状況に照らしてLinkage効果を

考えるのなら工業よりもむしろ農業の方がその波及効果は大きいと指摘す

る。ミントがコストや価格面を重要視し、「輸入代替｣ではなく「輸出代替」

でいくべきだとする議論にはそれなりの説得力はある。インド、ビルマの

経済停滞はまさしく、ミント流の経済開発の逆を行った結果だともいえる。

国内産業保護のために貴重な外貨を使い果し、現在では援助資金の９割近

.〈も借入金の返済を充当しなければならない状況を考えると、どちらの方

法（貿易重視型か国内産業重視型か）が長期的にはより安定した独立経済

圏の形成に進みうるかは一概にはいえない。ミントが別の論文で主張す

るように、確かに、最近のＮＢＥＲ、世銀の実証分析からしても、タイ、マ

ラヤ、フィリッピン、韓国などの市場原理を重視する「外向型」の低開発

国は「内向的」なインド、ビルマよりも急速な成長を達成している（、'か

ｌｅｌ参照）が、これはミントも認める「植民地型経済政策」の継続の結果

とみることができる。Ｇ・lvb7rdalはその大著ＡｓｌａｎＤｒａｍａ（TheTWentieth
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centuIyFUnd，Inc・Pantheon，1968）で、東南アジアにおける輸出主導型

の経済政策を痛烈に批判し、COlonialsystemからNationalsystemへの

「体制転換」のためには残存している植民地的経済権益の早急かつ計画的

な清算を主張しているが、ミントはこれに対してひとことも答えてない。

IIb7rdalのＡｓｉａｎＤｒａｍａに触れた箇所はあるが、（本書ＰＰ・144-145)、ミ

ントの原理を一致する結論部分だけについてしか言及してない。開発にお

ける新古典派復活のもう一人のチャンピオンであるＰ.Ｔ･Bau灘の徹底
した最近のWrdal批判とは対照的である。これはおそらく、ミントがビ

ルマ出身で、ビルマの小農経済に深い愛着をもっていることも理由の一つ

であろう。、輸出代替”を重視するミント理論の試金石はおそらく1960年

代の後半から主としてアジア地域で進められてきた食糧生産物の輸出をめ

ざす、緑の革命”（greenrevolution）であろう。緑の革命の功罪について

は本書ではほんの１頁（Ｐ。１１１）しか触れていないが、ミント箸による前

掲した「70年代の東南アジア経済」では、２．３の保留を付けてはいるも

のの、ほとんど手離しで緑の革命の功績を評価している。緑の革命は失敗

燈ったとする多くの説得力のある議黒に対するﾐﾝﾄの反応はほとんどで
ていない。だがしかし、、緑の革命”がきわめて資本集約的な農業の急激

な近代化であり、規模の経済が働く結果、農業が機械化され、農村での雇

用の低下傾向が見られ、開発途上国における最大の問題の１つたる雇用問題

に有効な解答となっていな駁｣とする西川潤の指摘は､市場原理を重視す
るミントからの反論を著しく困難にするものである。また、東南アジアに

おける60年代を通しての目ざましい輸出の伸長は、ベトナム特需に支えら

れたものであり､国内市場の拡大深化を伴っていないとする評溌や､ミン
トの主張する、外向き”政策を採用した諸国の成功は、、内向き”政策を

とる諸国の実質的な犠牲によるものではない饅というもっともな疑問も提
起されている。

UNCTADにおける開発途上国の蜂起、資源問題を契機として後進国の問

題は新たな曲面を迎えている。従来の南と北を軸とした後進国問題の促え

ゴ
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方から後進国の中でも先進国を資源の供給制限で痛めつけることのできる

ゆとりのある、資源国"と、先進工業国と資源国に狭まれて極貧状態にある

いわゆる､第４世璽"又は､最低開発国"(theIeaMeve,噸cIdeveIoP
ingCountires)を峻別する重層的なアプローチが最近なされつつある。事

実の進行は、relevance"を欠いた理論を次から次へと陳腐化していく。ミ

ント理論が果たしてどれだけその作用をまぬがれるかは、、新古典派復活”

が本物であるかどうかにかかっている。

昭和４９年９月
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